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2026年7月23日 
関係各位 

常磐短期大学「2025年度行動計画の実績報告」について 
 

 
標記の件については、本学における2025年度の教育研究活動等の改善を継続的に行う仕組み（「内部質保証」）の実績として報告します。 

 
１．常磐短期大学 2025年度行動計画 
基

準 
短期大学評

価基準 
TOKIWA VISION 2028 
※2024～2028年度 

改善計画（方針・中期計画） 
※2023～2025年度  

行動計画［2025年度計画］ 2025年度実績報告 

※年度末報告 

 【基準Ⅰ-A建学

の精神】 
    

Ⅰ

建

学

の

精

神

と

教

育

の

効

果 

Ⅰ-A-1建学の精

神を確立してい

る。 

 

Ⅰ-A-2高等教育

機関として地

域・社会に貢献

している。 

Ⅲ 

１ 教育研究 

（１）教育の質の保証 

①全学的な教学マネジメ

ントの確立 

４ 入試広報 

（２）広報活動の充実 

①教育目的・目標および

学修成果の理解促進 

３ 地域連携・国際教育 

（１）地域連携活動の充実 

①生涯学習事業（リカレ

ント教育を含む）の推

進 

②地方公共団体、企業、教

育・研究機関、文化団体

等との連携および交流

活動の推進 

③地域の課題解決に向け

た地域連携プログラム

等の充実 

［短大全体］（副学長） 

・建学の精神に基づいた教

育理念を基軸とした３つ

のポリシー（DP、CP、AP）

の関連を、不断に変化して

いく教育環境や地域社会

からの要請等に対応しな

がら継続的に検証してい

く。 

・智の拠点としての高等教

育機関として、地域連携活

動のさらなる充実、地方公

共団体等との連携・交流の

推進。 

［短大全体］（副学長） 

・「心の充実Ⅰ」の授業を中心に、建学の精 

神に基づいた教育理念について継続的に

伝えていく。  

・2024年度は、新教育課程により1・2年次

の科目を開講した初年度であり、 その振

り返りを踏まえ、継続して 3 つのポリシ

ー（DP、 CP、AP）に基づいた教育効果に

ついて検証をする。  

・前年度に引き続き、地域連携研究支援セ

ンターと協働し、オープンカレッジにお

ける短大教員の講座開講等を積極的に進

める。 

・短大主催のリカレント講座の企画を継続

し実施していく。 

［短大全体］（副学長） 

・教養科目「心の充実Ⅰ」、第1 講では、新

入生に対し、実学を重んじる教育理念に

基づき、「スタディスキルズ」についての

解説を中心に講義をおこない、短期大学

での学ぶための姿勢・意識を醸成した。 

（第1講授業担当者：学長） 

第 2 講では、創立者諸沢みよ略伝につい

て講義を行い、新入生に対して、建学の精

神、教育理念の浸透を促した。 

（第2講授業担当者：副学長） 

上記の講義を含め 2024 年度より改訂し

たテキスト「TOKIWAの学び‐ことはじめ

‐」を使用して「心の充実Ⅰ」の授業を実

施した。 

・新任専任教員による高大連携講座「楽器

いらず！声で奏でるアカペラ体験」を開

講し、新たな教育資源の地域還元を図っ

た。 

・1年間の休止期間後、ときわ保育研究会の

再開を決定し、第１回「実習指導関係の情

報交換会」開催した。（幼児教育保育学科

4月学科会議議事録） 

 

  ［キャリア教養学科］ 

・閉学科まであと 1 年とな

り、教員数の不足などもあ

って地域・社会貢献のため

の十分な余力がないとい

う状況下ではあるが、これ

まで通り、短大も地域社会

の知の拠点を成すという

自覚に立ち、出来得る限り

本学の教育・研究成果を社

会に還元する活動への参

加を促してゆきたい。 

－ － 

 

   ［幼児教育保育学科］ ［幼児教育保育学科］ 

・地域における保育士不足に鑑み、2024年

度に引き続き、オープンカレッジにおい

て潜在保育者等を対象としたリカレント

講座を開講する。 

・保育者志望の若者の減少に対し、高校生

以下の対象に対し保育の魅力を伝える講

座等について検討する。 

・時代とともに移り変わる保育問題に対す

る現職者研修へのニーズに応えるため20

21年度～2024年度で活動を行った「とき

わ保育研究会」の成果と課題を整理する

とともに、学科として地域の保育の質向

上に資する新たな試みについて検討を始

める。 

［幼児教育保育学科］ 

・オープンカレッジ2025年度秋冬職業人講

座として 6 講座を学科教員５名が講師と

なり『保育・幼児教育の「今」を知る‐保

育現場で働きたい人・保育の現状を学び

たい人のリカレント講座‐』を開設した。

参加しやすさを考慮した時間設定、周知

方法の工夫をしたものの最小開講人数に

達しなかったため不開講となった。（「常

磐大学オープンカレッジ 2025 年度秋冬

リーフレット」）。 

・常磐大学高校との連携に基づいた教育プ

ログラムとして、1・2年生の希望者を対

象とした「保育体験」の講座（常磐大学こ

ども園での保育参加、短大学生とのディ

スカッション）を実施し、保育への興味関

心の喚起を図った。 

・2024年度まで定期的に開催していた「と

きわ保育研究会」の成果と課題を検証し、

保育士不足の現状を踏まえ、地域の保育・

教育の質向上に資するため研究会を再開

することを協議し承認した。（幼児教育保
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基

準 
短期大学評

価基準 
TOKIWA VISION 2028 
※2024～2028年度 

改善計画（方針・中期計画） 
※2023～2025年度  

行動計画［2025年度計画］ 2025年度実績報告 

※年度末報告 

育学科１月学科会議事録） 

 

   ［教職課程］ 

・茨城県内現職教員のスキ

ルアップに関する教職セ

ンターの相談機能を整備

する。 

［教職課程］ 

・教職センターと協働し、現場のニーズに

基づいた研修制度やスキルアップに関す

る相談機能の整備について検討する。 

［教職課程］ 

・2026年 3月 14 日に県内の幼稚園・保育

園・認定こども園の先生を招き、「園の魅

力が学生に伝わる実習とは？」というタ

イトルで第 1 回ときわ保育・教育研究会

を実施した。 

 【基準Ⅰ-B教育

の効果】 

    

 Ⅰ-B-1 教育目

的・目標を確立

している。 

 

Ⅰ-B-2学習成果

（Student Lear

ning Outcomes）

を定めている。 

 

Ⅰ-B-3 卒業認

定・学位授与の

方針、教育課程

編成・実施の方

針、入学者受入

れの方針（三つ

の方針）を一体

的に策定し、公

表している。 

Ⅲ 

１ 教育研究 

（１）教育の質の保証 

①全学的な教学マネジメ

ントの確立 

４ 入試広報 

（２）広報活動の充実 

①教育目的・目標および

学修成果の理解促進 

［教務委員会］ 

・教育成果の査定方法の質

的向上。 

・継続して行われている、セ

メスター毎の単位修得状

況について把握・検証し、

教育改善へ活用する。 

・適正な学生への履修指導

を継続する。 

［教務委員会］ 

・DPとCPの一貫性を補強するため、「単位

修得状況の振り返り」および「履修系統

図」「シラバス」の連続性を維持する。そ

のために必要な見直しを検討する。 

・学生への履修指導について、指導教員お

よび学生支援センターと連携を図り、組

織的な支援体制を維持する。 

・履修指導の内容・方法について、学生の現

状を踏まえた検討を継続的に行う。 

［教務委員会］ 

・2024年度春セメスター、2024年度秋セメ

スター、2025年度春セメスターの単位修

得状況について振り返りを実施した。202

5年度からは、より細やかな点検を行うた

めに、クラスごとの振り返りを行うこと

に変更した（2025年度11月教務委員会）。 

・履修系統図の点検・見直しを実施し、特に

到達目標について、「具体的に何が学べる

のか、学生がどのような行動ができるよ

うになるのか」が明確になるよう修正を

行った（2025年度7月・9月教務委員会、

9月教授会）。 

・履修に変更が生じた学生については、教

務委員、指導教員、学生支援センター間で

情報共有をしながら、丁寧な指導を行っ

た。 

・履修指導を適正に学生に分かりやすく行

うために、履修登録単位数の上限の取り

扱い（CAP制）について、学則および内規

の変更をおこなった（2025年度8月（第

2回）臨時教務委員会）。併せて、短期大

学履修規程を新たに制定した（2025年度

1月教務委員会、1月教授会）。 

 

  ［キャリア教養学科］ 

・この数年、新入生に対して

「諸澤みよ記念館」訪問の

機会を提供出来なかった

ものの、最終学年を送り出

すまで、建学の精神および

学科の教育目標・目的につ

いては折に触れて周知徹

底を図ってゆく。 

－ － 

  ［幼児教育保育学科］ 

・2023 年度よりスタートし

た新カリキュラムについ

て実施を進めると同時に、

改正時に想定した教育の

効果が得られているかを

検証するための方法を確

立する。 

［幼児教育保育学科］ 

・2025年3月に新カリキュラム実施後最初

の卒業生を送り出したことから、旧カリ

キュラムと新カリキュラムに対する学生

の意見等の比較などから、教育の効果に

ついて検討する方法を確立する。 

［幼児教育保育学科］ 

・キャリア支援センター実施の「卒業時ア

ンケート」の 2023年度末と 2024年度末

を比較から、数値的に新カリ卒業生は旧

カリ生と比較し、実行力・課題発見力・創

造力・状況把握力、規律性などの項目で概

ね10％以上上昇したことを確認した。 

 【基準Ⅰ-C内部

質保証】 

    

 Ⅰ-C-1 自己点

検・評価活動等

の実施体制を確

立し、内部質保

証に取り組んで

いる。 

 

Ⅰ-C-2教育の質

を保証してい

る。 

Ⅲ 

１ 教育研究 

（１）教育の質の保証 

①全学的な教学マネジメ

ントの確立 

［短大全体］（副学長） 

・教育の質の保証 

・学習成果の可視化 

・全学的教学マネジメント

の確立 

・継続的なFD研修会・研究

会を開くなど組織的取り

組みおよび外部からの意

見聴取 

・法人内学校間連携の強化 

・教職員の資質向上のため

の取り組み（FDとSDの連

動） 

［短大全体］（副学長） 

・1・2年次科目を新教育課程により開講

した初年度である2024年度の状況を 振

り返り、学習成果の獲得状況について点

検、検証する。  

・継続的に開催しているFD研究会を、大

学のFDフォーラム・大学院研究科のFD

フォーラムと連携して教職員へ参加を呼

び掛けている。今後は、法人内各学校体

の教職員へも拡大した実施を検討してい

く。 

・取得可能な免許および資格等の点検及び

見直し（隔年での実施）を行う。 

［短大全体］（副学長） 

・学科を主体として開講科目毎に単位習得

状況の振り返りを行い、学習成果の獲得

状況について自己点検・評価実施委員会

に置いて点検、検証した。  

・短期大学FD研究会を、法人内各学校の

教職員に対し参加を促した。また、研究

会テーマにかかわる情報提供・助言のた

めパネリストとして常磐大学高校教頭を

招聘した。（2026年5月教授会議事録） 

・取得可能な免許および資格等の点検及び

見直しを行った。（2025 年度第 5 回全学

自己点検・評価委員会資料） 
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基

準 
短期大学評

価基準 
TOKIWA VISION 2028 
※2024～2028年度 

改善計画（方針・中期計画） 
※2023～2025年度  

行動計画［2025年度計画］ 2025年度実績報告 

※年度末報告 

 

   ［教務委員会］ 

・教育の質の保証 

・学修成果の可視化・フィー

ドバック 

［教務委員会］ 

・「授業評価アンケート」等のFD活動や「単

位修得状況の振り返り」を踏まえたシラ

バス執筆を徹底する。 

・学生のPC必携化に伴い、ICTツールを活

用した授業運営（フィードバックを含む）

をしやすい環境を検討する。 

［教務委員会］ 

・単位修得状況の振り返りの実施時期を昨

年度よりも早めることにより、振り返り

内容を各教員がシラバスに反映できるよ

うにした（2025年度12月教務委員会、1

2月教授会）。 

・成績評価の基準および GPA の算出方法に

ついて、履修規程に明文化した（2025年

度12月教務委員会）。 

・2026年度シラバス執筆の際、全教員にル

ーブリックの点検・見直しを促し、全開講

科目のルーブリックを公開した。 

・遠隔授業や 2 クラス合同授業を実施する

場合は、授業の質および効果が低下する

ことが無いよう、事前に理由や教育効果

について申請することを求め、教務委員

会および教授会で審議した。（2025年度1

1 月学科会議、2025年度 10 月、1月、2

月、2月臨時教務委員会）遠隔授業を実施

する教員には事前の研究参加を義務付け

た（2025年度臨時第2回FD委員会）。 

・FD研修会（授業研修分科会）においてIC

T 機器および LMS の活用方法について情

報交換をおこなったことにより LMS を利

用した資料配付、授業評価の迅速なフィ

ードバックが浸透した。 

   ［キャリア教養学科］ 

・最後の学年に対しても、ア

セスメント・ポリシーから

得られる学習成果の測定

精度を上げるべく努めて

ゆく。 

－ － 

   ［幼児教育保育学科］ ［幼児教育保育学科］ 

・FD・SD研修会、研究会への全教員の参加

を維持し、教育の質向上に努める。 

・学生が主体的に自身の学習成果を把握し

て課題を明らかにし、目標を設定できる

よう、履修カルテの運用方法を引き続き

検討する。 

［幼児教育保育学科］ 

・FD研修会（9月16日実施）においては、

学長をはじめ専任教員全員の参加のも

と、各授業におけるICT機器・LMSの利用

について活用事例をもとに研修を行っ

た。FD研究会（3月10日実施）は参加者

30名（教員16名・職員14名）で実施し、

教育の質向上に努めた。 

・新 2 年生の履修ガイダンスの時間内で、

学生個々が、履修カルテの記述をおこな

い、1年次の履修状況の確認と振り返り、

および 2 年次の目標等を記述し、学習を

開始できる機会とした。 

 

  

 

 ［教職課程］ 

・教職課程自己点検・評価実

施委員会と連携して、教職

課程自己点検・評価の充実

を図る。 

［教職課程］ 

・教職課程自己点検・評価実施委員会と連

携して2025年度分の自己点検・評価を行

う。 

［教職課程］ 

・教職課程自己点検・評価実施委員会と連

携して2025年度分の自己点検・評価を行

った。 

 【基準Ⅱ-A教育

課程】 

    

Ⅱ

教

育

課

程

と

学

生

支

援 

 

A

教

育

Ⅱ-A-1学科・専

攻課程ごとの卒

業認定・学位授

与の方針（ディ

プロマ・ポリシ

ー）を明確に示

している。 

 

Ⅱ-A-2学科・専

攻課程ごとの教

育課程編成・実

施の方針（カリ

キュラム・ポリ

シー）を明確に

Ⅲ 

１ 教育研究 

（１）教育の質の保証 

①全学的な教学マネジメ

ントの確立 

（２）教育の内容と方法の充

実 

①カリキュラム・ポリシ

ーに基づく体系的かつ

組織的な教育課程の編

成 

②専門教育との関連を踏

まえた教養教育 

③ICT を活用した教育の

［短大全体］（副学長） 

・外部機関（法人内学校間連

携協議会等）における、短

期大学への志望動向など

情報収集。 

1．「三つの方針」にもとづく

教育の質的保証と情報公

開。 

1）「卒業の認定に関する

方針」との関係から 

・新カリキュラムが実施

され、その状況に応じ

てディプロマ・ポリシ

ーを点検していく。 

［短大全体］（副学長） 

・法人内学校間連携協議会における、各学

校体の入試結果・進路状況等の報告を共

有し、短期大学への志望動向など収集し

た情報を踏まえ、今後の入学者受け入れ

計画の検討に活かしていく。 

・改正短期大学設置基準に基づく「主要授

業科目」の確認を踏まえ、自己点検・評

価実施委員会で見直しをおこなった、履

修系統図（表形式）の、ディプロマ・ポ

リシーにおいて求められる能力と各授業

科目の対応について、教育課程の実施状

況を踏まえ点検を行う。 

・オープンキャンパスでの学科の紹介のみ

［短大全体］（副学長） 

・学校間連携協議会における、法人内各学

校校長・常任理事との意見交換をとおし

て、短期大学への志望動向等の情報収集

を行い、入学者受け入れ計画の検討の参

考とした。 

・「主要授業科目」の確認を踏まえ、自己

点検・評価実施委員会で見直しをおこな

った、履修系統図（表形式）の、ディプ

ロマ・ポリシーにおいて求められる能力

と各授業科目の対応について、教育課程

の実施状況を踏まえ点検をおこなった。 

 （第4回自己点検・評価実施委員会資料） 

・常磐大学高校との連携に基づく教育プロ
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課

程 

示している。 

 

Ⅱ-A-3教育課程

は、短期大学設

置基準にのっと

り、幅広く深い

教養を培うよう

編成している。 

 

Ⅱ-A-4教育課程

は、短期大学設

置基準にのっと

り、職業又は実

際生活に必要な

能力を育成する

よう編成し、職

業教育を実施し

ている。 

 

Ⅱ-A-5学科・専

攻課程ごとの入

学者受入れの方

針（アドミッシ

ョン・ポリシー）

を明確に示して

いる。 

 

Ⅱ-A-6短期大学

及び学科・専攻

課程の学習成果

は明確である。 

 

Ⅱ-A-7学習成果

の獲得状況を量

的・質的データ

を用いて測定す

る仕組みをもっ

ている。 

 

Ⅱ-A-8学生の卒

業後評価への取

り組みを行って

いる。 

充実 

④国際感覚を育む教育 

２ 学生支援 

（３）進路支援の充実 

①学生の自己実現に資す

る進路支援の充実 

４ 入試広報 

（１）入学者の受入れ 

①アドミッション・ポリ

シーに基づく入学者選

抜方法の改善・充実 

②高大接続を踏まえた入

学者受入れプログラム

等の充実 

（２）広報活動の充実 

①教育目的・目標および

学修成果の理解促進 

②多様な広報媒体の活用

による訴求力の向上 

・学修成果の可視化。 

2）「教育課程の編成及び

実施に関する方針」と

の関係から 

・2023年度より改正した

新カリキュラムにおい

て設置した新たな資格

取得関係の講座を含む

科目の実施状況の点

検。 

・「幅広い教養」と生涯学

び続け主体的に考える

力を育成するための、

きめ細やかな履修指

導。 

3）「入学者の受入れに関

する方針」との関係か

ら 

・学校法人常磐大学の経

営計画に基づき変更し

た入学定員を充足する

ための学生確保対策。 

・公正かつ適切な入学者

選抜を継続。 

ならず、高校生向けの保育体験などの企

画の充実を図り、保育分野への志望者が

減少の一途をたどる現状への対応とし

て、高校1・2年生を対象とした幼児教育・

保育への志望者の掘り起こしをする。 

・公正かつ適切な入学者選抜を継続しなが

ら、2026年度より変更した定員（80名） 

 を充足を目指す。 

グラムの開発として、「保育1日体験」

を実施したほか、広報年間計画における

オープンキャンパスとは別に、短期大学

独自のミニオープンキャンパス（通常授

業への高校生参加・学科説明）を企画し

実施した。 

 

  ［キャリア教養学科］ 

〈ディプロマ・ポリシーにつ

いて〉 

・学科として残る1年間、「教

養ある職業人」育成のため

に、既存のキャリア形成学

習プログラムを核として、

職業教育の実践に努める。 

－ － 

  〈カリキュラム・ポリシー、

教育課程について〉 

・廃学科まで残り一年とな

る中、定年・転出等により、

教育課程の十分に実施す

るには教員数が足りてい

ない状況にあるが、最後ま

で教育課程の質の維持に

努めたい。 

  

  〈教養教育、職業教育につい

て〉 

・学科として残る1年間、「教

養ある職業人」育成のため

に、既存のキャリア形成学

習プログラムを核として、

職業教育の実践に努める。 

  

  〈学習成果測定について〉 

・廃学科まで最終学年の2年

生を残すのみとなったが、

最後まで本学科の教育理

念に基づいた教育を全う

すべく、セメスターごとの

成績状況の振り返りや学

生による授業評価を通じ

て、学習成果の測定に努め

る。 

  

  〈卒業後評価について〉 

・学科の存続があと1年とな

った現在、学生の卒業後評

価への新たな取り組みよ

りも、キャリア支援センタ

ーと連携しつつ、これまで

卒業生が就職した企業か

ら伝えられる情報を最終

学年の進路指導に活かし
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てゆく。 

   ［幼児教育保育学科］ ［幼児教育保育学科］ 

・幼稚園教育実習の規程改正に伴い、2024

年度生から実習の日数等が変更になった

ことに関連し、実習科目全体の教育およ

びフィールド・エデュケーションはじめ

その他学科カリキュラム全体を俯瞰した

影響や教育効果について検証する。 

［幼児教育保育学科］ 

・実習規定改正により教育実習の日数の減

少があった 2023 年度入学生、2024 年度

入学生と、それ以前の学生との教育効果

について、実習先からの評価状況等の比

較をもとに検証した結果、日数の減少に

よる学習成果への影響は見られなかっ

た。加えて、フィールド・エデュケーショ

ンでの体験が教育実習の学びを大きく補

完していることが実習指導の授業リアク

ションカードの記述内容から伺える。 

 

  

 

 ［入試委員会］ ［入試委員会］ 

・2025年度も、本学を志望した理由や本学

への期待について入試アンケートを実施

し意見聴取する。 

・2024年度に実施した入試アンケート結果

を、広報分野とも共有し活用する 

・入試要項において、個々の志願者に適し

た選抜方式を選択できるよう、内容を検

討する。 

・厚労省教育訓練給付の講座指定を更新、

新たに 3 年間の指定を受け、社会人等を

含む多様な人材に門戸を開き、多様な保

育者の養成を指向することを示せるよう

にする。 

［入試委員会］ 

・2025年度入学生に対し入試に関するアン

ケートを実施し、志願の動機づけ、受験準

備行動、入試制度・カリキュラム・広報等

の影響に関する意見聴取を実施した。 

・2027年度入学者選抜において、総合型選

抜に新たに「活動アピール型」を創設し、

個々の志願者が特性に応じて選抜方法を

より幅広く選択できるようにした。 

・「専門実践教育訓練講座」指定の更新を申

請し、2026年度から新たに3年間の指定

を受けることとなった。また本制度を周

知するチラシに入試スケジュールを記載

し関係先に配布した。2026年度入試にお

いて、制度を利用予定の社会人による志

願が認められた。 

 【基準Ⅱ-B学生

支援】 

    

Ⅱ

教

育

課

程

と

学

生

支

援 

 

B

学

生

支

援 

Ⅱ-B-1学習成果

の獲得に向けて

教育資源を有効

に活用してい

る。 

 

Ⅱ-B-2学習成果

の獲得に向けて

学習支援を組織

的に行ってい

る。 

 

Ⅱ-B-3学習成果

の獲得に向けて

学生の生活支援

を組織的に行っ

ている。 

 

Ⅱ-B-4進路支援

を行っている。 

Ⅲ 

２ 学生支援 

（１）学修支援の充実 

①個々の学修状況に対応

した学修支援の充実 

②教育資源の活用 

（２）学生生活支援の充実 

①学生の多様なニーズに

対応した学生生活支援

の充実 

②課外活動および社会活

動に対する支援 

（３）進路支援の充実 

①学生の自己実現に資す

る進路支援の充実 

３ 地域連携・国際教育 

（２）国際交流活動の充実 

①海外の大学等との連携

および交流活動の推進 

〈修学支援・生活支援〉 

［全学学修サポート委員会］ 

・学生の学修に対する意欲

の向上に資する支援の充

実 

・「学生生活満足度調査」の

結果について教員間で共

有、学科ごとの総括 

・授業改善に有効な情報と

するために、学生による授

業アンケートの回答率の

向上への対策。 

・ルーブリックの意義を再

検討し必要性に応じた科

目ごとルーブリック作成

など検討し、より合理的な

学習成果の把握意識の共

有化を目指す。 

〈修学支援・生活支援〉 

［全学学修サポート委員会］ 

・「保育の基本用語」(わかば社)を活用した

保育者になるための基礎学力アッププロ

グラムの実施。６月に趣旨を説明し、学生

が見通しを持って主体的に学習できるよ

うにする。 

・2026年度入学生を対象とした入学前教育

の実施。スクーリングの内容は学生が中

心になって進められるよう、担当学生の

選出や内容の検討を行っていく。 

・eラーニング「竹びとラーニング」を活用

した入学後の基礎学力アッププログラム

の実施。入学前スクーリングにおいて生

徒のログイン状況を把握し、取り組みが

思わしくない学生には入学後に個別に声

をかけていく。 

・絵本・推薦図書がいずれもレポートで被

っているので、内容の見直しを検討して

いく。 

〈修学支援・生活支援〉 

［全学学修サポート委員会］ 

・2024年度の反省・課題を踏まえて、課題

の内容を見直し、2026年度生に対する入

学前課題を以下のとおり実施した。 

・竹びとラーニング（必修）  

・保育の基本用語漢字練習（必修） 

・推薦図書レポート（必修） 

・絵本リスト（選択） 

・幼教フェスタ参観（選択） 

・予防接種状況調査（必修） 

・ピアノレッスン（選択） 

2025年度入学生までは、推薦図書レポー

ト、絵本感想文レポートと、レポートが重

複していたことが課題で、そこは改善さ

れ、内容・分量も例年とあまり変わりはな

い。しかし、課題の周知や提出等、オンラ

インを主とした方法になったため、課題

に気づかず、締め切りまでに提出できな

かった学生が多くいた。入学前課題の周

知方法については今後検討の必要があ

る。 

・全教員で学生の入学前課題取り組み状況

が共通理解できるよう、ファイルを共有

し、関係する教員が編集・閲覧できるよう

にした。入学後の「心の充実ⅠⅡ」等の取

り組みも反映できるため、入学前から入

学後を見通した継続的な履修状況が把握

しやすくなった。 

・スクーリングについては、協力学生の意

見を多く取り入れ、より学生目線で入学

前に必要な情報が得られるように内容を

工夫した。 

・「竹びとラーニング」については、全員の

学生が対象の課題であるが、課題に気づ

かず、入学後から取り組む学生が見られ
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たので、周知方法の改善を検討していく

必要がある。取り組みが思わしくない学

生と共に、継続的に声かけを行っている。 

 

 ［FD委員会］ ［FD委員会］ 

・授業評価アンケートについては、Web回答

実施前と比較して、依然として回答率が

低い。継続して、授業時間内で回答を求め

ることを教員に徹底する。他にも回答率

を上げる方法が あるかについても検討

する。 

・幼児教育保育学科単科となり、前年度見

直しをおこなった汎用型の成績評価指標

（ルーブリック）における評価項目につ

いて、その運用の状況を点検する。 

［FD委員会］ 

・授業評価アンケートは、春・秋両セメスタ

ーにて全授業科目で実施した。春は前年

度並みの回答率（60％）を維持したが、秋

は著しく回答率が低下（40%弱）した状況

であった。授業時間内のアンケート実施、

及び GoogleClassroom での一定期間の呼

びかけを行ったが有効な方策が見出され

ていない。 

・汎用型成績評価指標（ルーブリック）の評

価項目について運用状況を学科教員全体

で共有し点検を行った。 

・公開授業は25年度春セメスターで実施し

た。 

 

   〈進路支援〉 

［全学キャリア支援委員会］ 

・進路満足度に資する支援

の充実 

〈進路支援〉 

［全学キャリア支援委員会］ 

・学科と共同した就職支援プログラムの充

実 

・学科担当者・外部カウンセラーによる相

談体制の充実 

・学生の自己実現に資するためのニーズ・

課題の洗い出し（学外団体等との連携に

よる支援の可能性の検討を含む） 

・前年度のキャリア支援活動の振り返りを

行い、課題を検討する。 

・いばらき保育サポートセンターなど外部

機関とも連携協力し県内の保育施設の見

学や保育体験を積極的に推進する。 

〈進路支援〉 

［全学キャリア支援委員会］ 

・「ひたちなか市保育士によるワークショ

ップ」（ひたちなか市主催、1・2年対象）

を開催した。  

・学科主催によるOB・OGを招聘して就職ガ

イダンスを開催した。  

・いばらき保育サポートセンターとの連携

によって保育施設バスツアーおよび就活

応援セミナーを開催したが、バスツアー、

施設見学などの参加率はまだまだ高いと

はいえない。  

・Google Classroomなどを通じて、学生の

就職に関する情報提供の機会を増やし

た。 

・さらなるキャリア支援の充実のため、個

別相談の機会の充実を行い具体的な手法

を検討した。来年度に向けて、１・２年生

の Google Classroom 新設を行う方針を

計画し、同時に、学科の教員への学生への

キャリア支援情報の提供とキャリア支援

センターとの双方向の情報交換の手法に

ついて、検討を実施した（新年度に実施す

る）。 

 【基準Ⅲ-A人的

資源】 

    

Ⅲ

教

育

資

源

と

財

的

資

源 

Ⅲ-A-1 教育

課程編成・

実施の方針

に基づいて

教員組織を

整備してい

る。 

 

Ⅲ-A-2 専任

教員は、教

育課程編

成・実施の

方針に基づ

いて教育研

究活動を行

っている。 

 

Ⅲ-A-3 学生

の学習成果

の獲得が向

上するよう

事務組織を

整備してい

Ⅲ 

１ 教育研究 

（３）研究活動の活性化 

①教員が不断に研究活動

を行うための仕組みや

環境の整備 

Ⅰ 

１ 人事政策 

（１）人材配置の適正化 

①適正な人事採用計画の

実施 

②多様な教員の積極的な

登用 

③事務系職員年齢構成の

適正化（経験者採用の

強化） 

（２）人材育成と組織力の強

化 

①教員が不断に多様な教

育研究活動を行うため

の仕組みや環境の整備 

②人事考課制度の活用 

③研修制度の充実 

［短大全体］（副学長） 

・適正な人材の確保・人材多

様化への対応 

・教員が不断に多様な教育

研究活動を行うための仕

組みや環境の整備 

・FD・SDの連携と強化 

［短大全体］（副学長） 

・単科（幼児教育保育学科）短期大学とな

り、短期大学設置基準における「短期大

学の入学定員に応じた教員数（基幹教

員）」を適正に配置し、教員組織を維持

する。 

 

［短大全体］（副学長） 

・9月より社会福祉系専任教員を採用し、基

幹教員による主要科目の担当を満たすと

ともに、短期大学設置基準における「短期

大学の入学定員に応じた教員数（基幹教

員）」を適正に配置した。 

・2024年度より学科教員研究会「月一研究

会」を2025年度も継続して実施し、教員

相互の研究課題について報告し質疑応答

をおこなった。 

 （幼児教育保育学科3月学科会議資料） 

・FD研究会（2026年3月10日実施）を、

広く所属外の専任教員、事務職員、およ

び法人内各学校教職員に対しての参加を

促し、短大所属専任教員以外の出席者を

得て開催し、教職員の資質・能力の向上

を目的としたFD・SD活動の強化に努め

た。 

 

 

［事務系自己点検・評価実施

委員会（人事給与課）］ 

［事務系自己点検・評価実施委員会（人事給

与課）］ 

［事務系自己点検・評価実施委員会（人事給

与課）］ 
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る。 

 

Ⅲ-A-4 労働

基準法等の

労働関係法

令を遵守

し、人事・

労務管理を

適切に行っ

ている。 

④労働環境のさらなる向

上 

１ 人事政策 

（１）適正な人材の確保 

①人材多様化への対応 

②人事採用計画に基づく

人材確保（事務員の年

齢構成の適正化を含

む） 

（２）人材育成の強化 

①教員が不断に多様な教

育研究活動を行うため

の仕組みや環境の構築 

②研究計画に基づいた個

人研究費の支給（申請

制度の導入） 

③多様な研修形態による

教職員の能力開発の強

化 

（３）適正な人事評価の実施 

①教員の人事考課の実施

と処遇への繁栄の検討 

②事務員の人事考課の処

遇への反映 

③事務員のモチベーショ

ン向上のための昇格と

昇給の仕組みの明確化 

（４）適正な人員配置 

①業務の量・質・密度に応

じた人員配置 

②上限を定めた定期異動

の完全実施による組織

および人材の硬直化の

回避 

（５）人件費の適正化 

①定年年齢延長を踏まえ

人件費の適正化 

②各種手当の見直し 

③定期昇給制度の見直し

検討 

１ 人事政策 

（１）人材配置の適正化 

  ① 適正な人事採用計画の実施 

 

 

 

（２）人材育成と組織力の強化 

  ① 研修制度の充実 

   ア 全学的SDの実施方法の再考 

  ② 労働環境のさらなる向上 

   ア ダイバーシティ推進に向けた取 

り組み 

   イ ワークエンゲージメントの測定 

に向けた検討 

   ウ 労働力確保のための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人件費の適正化 

  ① 社会経済情勢に基づいた基本給等 

の給与額の検討 

  ② 各種手当の見直し 

１ 人事政策 

（１）人材配置の適正化 

① 適正な人事採用計画の実施 

適正な人材配置の実現に向けて、年度

当初に策定した採用計画に基づいた採

用活動を行ったほか、年齢構成の平準

化および労働力の確保のために採用計

画の見直しを行い、採用活動を行った。 

（２）人材育成と組織力の強化 

① 研修制度の充実 

ア：全学的SDの実施方法について、他大

学の先行事例を調べる等、情報の収

集に努めた。 

② 労働環境のさらなる向上 

 ア：ダイバーシティの推進に向けた方針

として「ダイバーシティ宣言」の策定

準備を進めているが、いまだ学内調

整の段階にあり、引き続き他大学の

先行事例の収集および学内意見の整

理に努めている。 

 イ：ワークエンゲージメントの可視化と

職場環境の改善に資する指標として

のワークエンゲージメントスコアに

ついては、年度毎に実施している別

検査で測定を行うことが可能である

ことから、当該検査に併せて測定を

行うこととした。 

 ウ：採用計画を弾力的に変更し、採用活動

を行うことで労働力の確保に取り組

んだ。また売り手市場の進行や非正

規職員の転職増加等、近年の雇用環

境の変化に対応すべく既存規程の範

囲内で非正規職員の雇用に関する運

用方法を変更し、労働力の確保に取

り組んだ。 

（３）人件費の適正化 

① 社会経済情勢に基づいた基本給等 

の給与額の検討 

   教職員の給与について、国家公務員および

茨城県職員の給与の動向を踏まえ、給与規

則の見直しを行った。2025 年の人事院勧告

および茨城県人事委員会勧告に準拠し、若

年層職員に重点を置きつつ、その他の職員

についても大幅な基本給月額の増額改定を

実施した。 

 ② 各種手当の見直し 

2024 年の人事院勧告および茨城県人事委

員会勧告に準拠し、扶養手当および付加手

当の段階的な見直しを進めた。また賞与（期

末手当・勤勉手当）については、基本給月額

同様、2025年の人事院勧告等に準拠し、引

き上げを行った。 

 

 

   ［教職課程］ 

・教職課程の運営にかかわ

る業務体制の点検を行う

とともに、学科間の連携を

円滑に進める方策につい

て検討する。 

・教職課程単独での FD・SD

を実施するとともに、FD・

SD における外部機関との

連携について検討する。 

［教職課程］ 

・教職課程単独でのFDフォーラムの充実を

図る。 

［教職課程］ 

・2025年度教職課程FDとして、「教職課程

の授業における生成AIの活用」というテ

ーマで、2026年 3月 9日から 3月 31日

までオンライン（オンデマンド型）にて開

催した。 

 

 

 

 【基準Ⅲ-B物的

資源】 

    

 

 

 Ⅲ-B-1教育課程 Ⅰ ［事務系自己点検・評価実施 ［事務系自己点検・評価実施委員会（施設設 ［事務系自己点検・評価実施委員会（施設設
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編成・実施の方

針に基づいて校

地、校舎、施設設

備、その他の物

的資源を整備、

活用している。 

 

Ⅲ-B-2施設設備

の維持管理を適

切に行ってい

る。 

３ 施設設備 

（１）教育環境の整備 

①計画的なキャンパス整

備の推進 

（２）安全安心な環境の維持 

①施設設備の機能保全・

維持管理のための各種

修繕（空調、屋上防水、

外壁、エレベーター等

含む）の計画的な実施 

②省エネルギーおよび環

境保護の取り組み 

委員会（施設設備課・情報メ

ディアセンター）］ 

［施設設備課］ 

・教育研究環境の整備、特に

施設設備の整備計画・修繕

計画等について、「施設等

環境整備計画」に基づき実

施していく。 

・その際、隔年で実施してい

る学生満足度調査の結果

から得られた学生の要望

等にも極力配慮する方針

としている。 

備課、情報メディアセンター）］ 

［施設設備課］ 

○教育研究環境の整備 

①教育研究環境維持のため､随時修繕等

の実施 

○安全安心な環境の維持 

「施設等環境整備計画」に基づき、以下を

実施する。 

 ①Q棟南側エレベーター更新 

 ②照明の修繕時におけるLED化の実施 

〇学生からの要望に基づき、以下を実施す

る。 

 ①トイレの改修工事 

 「見和キャンパストイレ温水洗浄便座化

計画」に基づく､Q 棟 3 階､アドミッシ

ョンセンターのトイレ改修工事 

備課、情報メディアセンター）］ 

［施設設備課］ 

○教育環境整備について、以下を実施した。 

 ①Qs棟 PC教室の普通教室への改修(1年

目/3年計画) 

②J棟203教室カーテン交換 

○安全安心な環境の維持について、以下を

実施した。 

 ①Q棟南側エレベーター更新 

②J棟屋上防水修繕 

○学生からの要望に基づき、以下を実施し

た。 

①トイレ温水洗浄便座化改修工事(Q 棟 3

階､アドミッションセンター2階) 

 

 

 

   ［情報メディアセンター］ ［情報メディアセンター］ 

・選書方針に基づく各種資料収集を推進す

る。 

・各種資料の除籍および除却を推進する。 

・電子リソースを積極的に活用する。 

［情報メディアセンター］ 

・資料収集について、選書方針に基づき、学

科構成およびカリキュラムに十分配慮

し、選書を行った。また、新たに、OPACか

らの購入希望を導入し、教員に対して選

書を促した。 

・研究室等保有の個人研究費購入資料の移

管に際し、既館内所有資料の重複分を中

心に 1,618 点の除籍を行い、館内配架ス

ペースの確保に努めた。 

・電子リソースの活用について、ゼミナー

ルや学科単位でのガイダンスなどを通し

て利用を促すなど、前年比2.4倍（3,282

件→7,970件）の利用があった。 

 【基準Ⅲ-C技術

的資源をはじめ

とするその他の

教育資源】 

    

 Ⅲ-C-1短期大学

は、教育課程編

成・実施の方針

に基づいて学習

成果を獲得させ

るために技術的

資源を整備して

いる。 

Ⅲ 

２ 学生支援 

（１）学修支援の充実 

②教育資源の活用 

Ⅰ 

３ 施設設備 

（１）教育環境の整備 

①計画的なキャンパス整

備の推進 

［事務系自己点検・評価実施

委員会（情報メディアセンタ

ー）］ 

［事務系自己点検・評価実施委員会（情報メ

ディアセンター）］ 

・Q棟センターホール機器の入替 

・オンデマンド印刷システムの導入 

・ネットワークシステム充実に向けての準

備 

［事務系自己点検・評価実施委員会（情報メ

ディアセンター）］ 

・老朽化が進んでいた Q 棟センターホール

のAV機器を整理し、操作室内プロジェク

ター、タッチパネルディスプレイ、プレビ

ュー用モニタ、および前面スクリーン等

を入れ替えた。 

・学生が携行するノートPCから資料等を直

接、随時印刷可能な Web プリントシステ

ムを導入した。併せて、カラープリンター

１台、複合機１台を追加設置した。 

・2019年に導入したネットワークシステム

の機器老朽化に伴い、システムリプレイ

スを実施した。既存機器リプレイスと併

せてインターネット回線の帯域拡充、研

究室エリアへの無線アクセスポイント増

設を実施した。 

 【基準Ⅲ-D財的

資源】 

    

 Ⅲ-D-1財的資源

を適切に管理し

ている。 

 

Ⅲ-D-2日本私立

学校振興・共済

事業団の経営判

断指標等に基づ

き実態を把握

し、財政上の安

定を確保するよ

う計画を策定

し、管理してい

る。 

Ⅰ 

２ 財務政策 

（１）財政の安定化 

①事業活動収入の安定的

な確保 

②適正かつ計画的な予算

管理と事業活動支出の

抑制 

（２）教育研究経費の執行方

法の適正化 

①目的別予算の執行内容

精査 

［事務系自己点検・評価実施

委員会（会計経理課）］ 

・本学の事業活動収支差額

の改善と本法人の健全な

財務基盤の維持 

・新たな中期財務計画の策

定と精査、見直し 

・キャリア教養学科の学生

募集停止および幼児教育

保育学科の定員減への対

応。教育の質を維持すべき

資金配分の調整と継続し

た事業活動支出の抑制、適

正な執行管理 

［事務系自己点検・評価実施委員会（会計経

理課）］ 

・事業活動収支差額の改善に向けた中期財

務計画の推進および精査、見直し 

・学生生徒等納付金の改定結果の検証およ

び今後に向けた検討の継続 

・予算執行状況の検証および改善を通じて

予算規模を最適化するとともに、より一

層の経費支出抑制に取り組む 

①経常的経費支出の適正な執行管理 

②教育研究経費支出の適正な執行管理 

［事務系自己点検・評価実施委員会（会計経

理課）］ 

・2025年度入学生からの授業料改定等を反

映し、中期財務計画の見直しを行った。ま

た、事業活動収支差額の改善に向け、202

6年度予算編成では、入学定員・収容定員

の確保（離籍防止を含む）および大口事業

案件の厳選による支出抑制を基本方針と

して掲げ、予算編成を実施した。 

・学生生徒等納付金については、他大学の

納付金水準や最新動向、消費者物価指数

の推移などの社会情勢を踏まえ、継続的

な検討を行った。 

・経費支出については、予算管理システム
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を活用し、経常的経費、教育予算、新規大

口案件等の執行状況をリアルタイムで把

握し、事業計画との照合や執行価格の検

証等、適正な執行管理に取り組んだ。 

・教育研究経費比率は、2025年度決算値で

法人全体 38.6％、短期大学 40.6％とな

り、教育研究活動の維持・充実に必要な水

準を確保した。また、教育活動資金収支差

額は収入超過となり、教育活動に係る資

金収支の健全性を維持した。 

 

   ［短大全体］（副学長） 

・2023 年度より変更した入

学者定員（120名）の充足。 

［短大全体］（副学長） 

・2024年度学則の一部変更をおこない、入

学者定員を120名から80名に減じた。 

 短期大学を取り巻く状況を見据えなが

ら、2026年度入学生の定員充足を目指し、 

 幼稚園教諭Ⅱ種免許・保育士資格の他、取

得が可能となる講座（認定絵本士・認定ベ

ビーシッター資格）の積極的なアピール

など、学生募集対策として、他の養成機関

との差別化を図る広報活動を積極的に行

う。 

［短大全体］（副学長） 

・2025年度入学生は 83名と定員 120 名を

大きく下回った。新たな入学定員80名を

充足するため、学生募集広報活動・適正か

つ厳格な入試を実施し、2026年度入学者

80名と、定員を満たす結果を得た。 

・高校生の減少、志願者の多様化に対応す

るため、新たな入試制度（総合型選抜：活

動アピール型）新設の検討を進めた。 

 【基準Ⅳ-A理事

長のリーダーシ

ップ】 

    

Ⅳ

リ

ー

ダ

ー

シ

ッ

プ

と

ガ

バ

ナ

ン

ス 

Ⅳ-A-1理事会等

の学校法人の管

理運営体制が確

立している。 

Ⅰ 

４ 管理運営 

（４）コンプライアンスの徹

底およびガバナンスの

強化 

①私立学校法改正に伴

う、寄附行為変更およ

び理事・監事・評議員構

成の改編 

［事務系自己点検・評価実施

委員会（総務課）］ 

・理事長を中心とした「TOKI

WA VISION 2023」各種目標

達成への推進。 

・学校法人のガバナンス機

能を担保し向上するため、

理事会、評議員会および監

事等の機能の実質化を図

る。 

［事務系自己点検・評価実施委員会（総務

課）］ 

・理事会、評議員会において、「TOKIWA 

VISION 2028」の達成状況を検証する。 

・定期的に常勤役員および各学校長間にお

いて情報共有・課題検討の機会を創出す

る。 

 

［事務系自己点検・評価実施委員会（総務

課）］ 

・評議員会および理事会（2025年10月3日

開催）において、「TOKIWA VISION 2028」

の初年度における達成状況を確認すると

ともに、計画内容および目標数値等の検

証を行った。 

・常勤役員および各学校長との定期的な情

報共有・課題検討会を実施した（2025年

度 14 回）。また、理事長を議長とし、常

任理事、学長、副学長および諸学校長等で

構成する学校間連携協議会を定期的に開

催し（2025年度5回）、各学校の現状と課

題について協議した。 

【基準Ⅳ-B学長

のリーダーシッ

プ】 

    

Ⅳ-B-1学習成果

を獲得するため

に教授会等の短

期大学の教学運

営体制が確立し

ている。 

Ⅲ 

１ 教育研究 

（１）教育の質の保証 

①全学的な教学マネジメ

ントの確立 

（４）教育研究における法人

内各学校との連携強化 

①常磐大学幼稚園との連

携に基づく教育プログ

ラムの開発 

②FDにかかわる教職員の

学びの場の提供 

［短大全体］（副学長） 

・「学長の意思決定をサポー

トする体制の強化」に関す

る本学の体制の運用状況

等を継続して検証してい

く。 

［短大全体］（副学長） 

・短期大学の監事監査をとおして「学長の

意思決定をサポートする体制の強化」の

状況を検証し、課題に対応していく。 

・研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドラインを踏まえ、最高管理責

任者としての学長の指揮のもと、教職員

に対するコンプライアンス教育をさらに

推進していく。 

 

［短大全体］（副学長） 

・教学マネジメントの改革をテーマとして

学長の意意思決定サポート体制の強化に

資する、学長・併設大学副学長・短大副

学長・教育担当常任理事による打ち合わ

せを継続して実施した。 

・前年度に引き続き、授業運営等について

の方針策定や、学長のリーダーシップを

サポートする体制を、全学的に強化して

きた。短大副学長の他、併設大学副学

長、学部長、学事センター長、学事統括

等による教職協働および全学的な会議体

の活用を実現してきた。（2025年度学長

定例面会：短大副学長、学長授業打合

せ：副学長・教学運営企画課統括） 

・常磐短期大学不正防止計画・推進委員会

に於いて、2025年度コンプライアンス

等教育について検討のうえ実施し、専任

教員全員の受講を確認した。（専任教員

ならびに研究活動及び研究費の管理・運

営に関わる事務職員を対象） （第1 回

常磐短期大学不正防止・推進委員会） 

 

 【基準Ⅳ-Cガバ

ナンス】 
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基

準 
短期大学評

価基準 
TOKIWA VISION 2028 
※2024～2028年度 

改善計画（方針・中期計画） 
※2023～2025年度  

行動計画［2025年度計画］ 2025年度実績報告 

※年度末報告 

 Ⅳ-C-1監事は法

令等に基づいて

適切に業務を行

っている。 

 

Ⅳ-C-2評議員会

は法令等に基づ

いて開催し、理

事長を含め役員

の諮問機関とし

て適切に運営し

ている。 

 

Ⅳ-C-3短期大学

は、高い公共性

と社会的責任を

有しており、積

極的に情報を公

表・公開して説

明責任を果たし

ている。 

Ⅰ 

４ 管理運営 

（４）コンプライアンスの徹

底およびガバナンスの

強化 

①私立学校法改正に伴

う、寄附行為変更およ

び理事・監事・評議員構

成の改編 

Ⅲ 

４ 入試広報 

（２）広報活動の充実 

①教育目的・目標および

学修成果の理解促進 

②多様な広報媒体の活用

による訴求力の向上 

［事務系自己点検・評価実施

委員会（監査室）］ 

・監事は法令等に基づいて

適切に業務を行う。 

・監事の監査機能の充実を

図り、業務量、責務に見合

った体制を構築する。 

［事務系自己点検・評価実施委員会（監査

室）］ 

・監事は学校法人の業務、財産の状況、理事

の業務執行状況の監査を会計監査人、監

査室と連携し、業務を遂行する。 

・監事を支援する体制の充実を図る。 

［事務系自己点検・評価実施委員会（監査

室）］ 

・監事は、学校法人の業務および財産の状

況ならびに理事の職務執行の状況の監査

を実施した。また、監事、会計監査人およ

び監査室が連携し、三様監査連絡会を実

施した。 

 監事は、理事会および評議員会へ出席し、

必要に応じて意見を述べた。 

・監事を支援する部署として監査室が設置

されており、監事監査業務において都度、

監事を支援した。 

 

 ［事務系自己点検・評価実施

委員会（総務課）］ 

・経営責任の視点に立って

学習成果を焦点とした教

育の向上・充実を目指す体

制の構築。 

・情報を公開するに当たり、

幅広いステークホルダー

の理解が得られるよう、そ

の公開方法の工夫・改善を

図る。 

・積極的に情報を公表・公開

して説明責任を果たす。 

［事務系自己点検・評価実施委員会（総務

課）］ 

・私学法改正に伴い、評議員会機能、監査機

能の充実を図ることで、ガバナンスの強

化に努める。 

・各法令等の規定に基づき、積極的に必要

な情報をHP等で公開する。 

［事務系自己点検・評価実施委員会（総務

課）］ 

・改正私立学校法の施行に伴い、理事会、評

議員会および監事による適切な相互牽制

のもと、ガバナンスの強化に努めるとと

もに、「私立大学ガバナンス・コード（第

2.1版）」に基づく自己点検を実施した。

また、公益通報を受けて第三者委員会を

設置し、ガバナンスの有効性に関する調

査・検証を行った。内部統制については、

「学校法人常磐大学内部統制システム整

備の基本方針」に基づき、法令遵守および

適正な管理体制の整備に取り組んだ。 

 

・Annual Report（事業報告書、財務状況等）

を配付するとともに、法令に基づき公表

が求められる情報について、ホームペー

ジに最新の情報を掲載した。また、過年度

を含む複数年分の情報を継続して公開

し、利用者の理解促進と情報の透明性向

上に努めた。 

 

２．前回の認証評価結果における指摘事項への対応 

前回の認証評価結果における「向上・充実のための課題」で指摘された事項への対応について  

改善を要する事項 

（向上・充実のための課題） 

対策 成果 

基準Ⅱ教育課程と学生支援［テーマ A

教育課程］ 

○シラバスの一部に出席や欠席によ

り、加点・減点を行っている記述が見

られており、改善が求められる。 

※教務委員会 

・2023年度、2024年度に引き続き、「講義要綱（シラバス）

作成の手引き」において、「出席のみで一定の評価を与え

ること（例：出席点○％）また、欠席のみを理由とした

減点も適当ではないので、「方法」に含めないでくださ

い。」「不備や欠落が認められる場合は、修正のお願いを

することがありますのでご留意ください」という記載を

する。 

・さらに、教員および教務委員用のシラバスチェックリス

トにおいて、「授業への出席そのものを評価基準（例：出

席点〇％）に含めていない」というチェック項目を設け

ることも継続する（2024年12月教務委員会資料8-2）。 

・出席点に関する直接的な表現が見られることはなくなっ

た。くわえて、教務委員会における3回のチェックの中

で、「活動状況」や「活動への参加状況」といった「出席

点」であると誤解を与えるような表記についても、該当

する教員に都度修正を依頼することで徹底することが

できた。 

 

 

以 上  


